
 

番号 3-1 

項目名 水質汚染対策 

施策名 下水道の整備による水質改善 

施策の概要 下水道の整備に加え、計画的・段階的な高度処理や合流式下水道の改善対策を

推進するなど、公共用水域の水質改善を図る。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

○汚水処理人口普及率 

○良好な水環境創出のための高度処理実施率 

○合流式下水道改善率 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

・公共用水域の水質保全上の観点等から、地域特性に応じた適切な役割分担

のもと、他の汚水処理施設との連携を一層強化しつつ、効率的な整備により

下水道の未普及地域の早期解消を推進している。 

【汚水処理人口普及率】約 84％（H19）→約 85％（H20） 

（うち【下水道処理人口普及率】約 72％（H19）→約 73％（H20）） 

・閉鎖性水域や水道水源等の水質保全上重要な地域において、段階的な高

度処理の導入による早期の水質改善を推進している。 

【良好な水環境創出のための高度処理実施率】約 25％（H19）→約 27％（H20）

・合流式下水道を採用している都市において、原則として平成 25 年度末まで

に雨天時越流水の改善対策を完了すべく、「効率的な合流式下水道緊急改善

計画策定の手引き（案）」（平成 19 年度作成）を活用した計画の見直しを促進

するとともに、対策の低コスト化、スピリット 21 等の新技術の導入を図り、効率

的・効果的な合流式下水道の改善対策を推進している。 

【合流式下水道改善率】約 25％（H19）→約 30％（H20） 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

引き続き下水道の未普及地域の解消を図るとともに、段階的な高度処理の導

入を推進し、また、対策の低コスト化や新技術の導入、計画の見直しによる合

流式下水道の改善対策の一層の推進を図る。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費：1,290,845 百万円の内数 

国費： 662,042 百万円の内数 

平成２０年度（一次補正） 0 

平成２０年度（二次補正） 事業費：19,648 百万円の内数 

国費： 10,000 百万円の内数 

平成２１年度 事業費：1,246,104 百万円の内数 

国費： 632,772 百万円の内数 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く 事業費：39,178 百万円の内数 

国費： 20,089 百万円の内数 

担当部局・課室名 都市・地域整備局 下水道部 流域管理官 

備考  

 調査票 



番号 ３－１、 ３－６ 

項目名 水質汚染対策、 海洋・沿岸域環境の保全・再生 

施策名 全国海の再生プロジェクト 

施策の概要 東京湾、大阪湾、伊勢湾、広島湾において、関係省庁及び関係地方公共団体等

の連携のもと、湾再生行動計画に基づく総合的な施策により、当該海域における

環境改善を図る。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

－ 

 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

・東京湾、大阪湾、伊勢湾、広島湾において、湾再生行動計画に基づき、干潟

等の整備、下水道高度処理の導入、モニタリングデータの共有化・発信等を実

施。 

・東京湾水質一斉調査を実施。 

・東京湾の汚濁負荷削減対策に関わる具体的な役割分担を明確化。 

・海の再生プロジェクトの普及啓発、情報共有のため、行政機関やＮＰＯ等が

参加した「海の再生全国会議」を開催。 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

・平成 21 年度に「東京湾再生のための行動計画」の２回目の中間評価を実施

予定。 

・平成 22 年度に「大阪湾再生行動計画」の２回目の中間評価、「伊勢湾再生

行動計画」及び「広島湾再生行動計画」の１回目の中間評価を実施予定。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 ・海域（港湾局）： 

事業費：392,411 百万円の内数 

国費：227,950 百万円の内数 

・陸域（下水道）： 

事業費：1,290,845 百万円の内数 

国費：662,042 百万円の内数 

・モニタリング（海上保安庁）：18 百万円

平成２０年度（一次補正） ― 

平成２０年度（二次補正） ・海域（港湾局）： 

事業費：24,790 百万円の内数 

国費：17,008 百万円の内数 

・陸域（下水道）： 

事業費：19,648 百万円の内数 

国費：10,000 百万円の内数 

・モニタリング（海上保安庁）：0 

平成２１年度 ・海域（港湾局）： 

 調査票 



 

事業費：373,151 百万円の内数 

国費：219,500 百万円の内数 

・陸域（下水道）： 

事業費：1,246,104 百万円の内数 

国費：632,772 百万円の内数 

・モニタリング（海上保安庁）：18 百万円

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く ・海域（港湾局）： 

事業費：232,426 百万円の内数 

国費：146,511 百万円の内数 

・陸域（下水道）： 

事業費：39,178 百万円の内数 

国費：20,089 百万円の内数 

モニタリング（海上保安庁）：0 

担当部局・課室名 港湾局国際・環境課、都市・地方整備局下水道部、海上保安庁 

備考  



 

番号 ３－１ 

項目名 水質汚染対策 

施策名 河川・湖沼の水質浄化対策の推進 

施策の概要 微生物や植生による浄化を含め、全国の河川・湖沼において水質浄化対策を実

施。また、ダイオキシン等の微量化学物質に関する対策を推進。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

- 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

地域の取組と一体となって河川事業や下水道を実施する「第二期水環境改

善緊急行動計画（清流ルネッサンスⅡ）」に指定された河川や、湖沼水質保全

特別措置法に指定された湖沼において、水環境改善施策を推進。 

平成２０年度に環境基準を満足した一級河川（直轄管理区間）の調査地点

の割合は 89%であった。 

http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/kankyo/kankyou/suisitu/index.html

 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

引き続き、水環境の改善が必要な地域において事業を実施する 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費：1,315,758 百万円の内数 

国費：830,857 百万円の内数 

平成２０年度（一次補正） － 

平成２０年度（二次補正） － 

平成２１年度 事業費：1,262,601 百万円の内数 

国費：801,100 百万円の内数 

平成２１年度（補正）※執行

停止分を除く 

事業費 382,255 百万円の内数 

国費 261,244 百万円の内数 

担当部局・課室名 河川局河川環境課 

 

備考  

 調査票 



 

番号 ３－１ 

項目名 水質汚染対策 

施策名 住民参加による水環境に関する各種調査の実施 

施策の概要 住民参加にて行う、身近な水環境の一斉水質調査、水生生物調査、ゴミに関する調

査、アユの遡上状況調査などを実施。 

施策の目標 

※新たに目標を設

定する場合は下線

を附して記載 

- 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウ

トカムを含めて定

量的に記載 

※定量的・定性的

な目標を設定して

いる場合は、進捗

状況を記載 

○身近な水環境の全国一斉調査 

平成１６年度より、全国各地で行われている市民団体等による水質調査を全国

統一の手法で同一日に実施し、調査結果をマップにまとめている。平成２０年度

は参加者約 8,700 人、調査地点数 6,241 地点であった。 

http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/kankyo/kankyou/research/index.html 

 

○水生生物調査 

水生生物を指標とした河川水質の判定を、国土交通省、環境省が一般市民を

交えて実施し、結果を公表。平成２０年度は参加者 75,938 人、調査地点数 3,302

地点であった。 

 

(河川水質の現況) 

http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/kankyo/kankyou/suisitu/index.html 

今後 の見通し・

課題 

※平成 21 年度の

取組を含む 

引き続き住民参加による調査を行う予定。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費：1,315,758 百万円の内数 

国費：830,857 百万円の内数 

平成２０年度（一次補正） － 

平成２０年度（二次補正） － 

平成２１年度 事業費：1,262,601 百万円の内数 

国費：801,100 百万円の内数 

平成２１年度（補正）※執行停止分を

除く 

－ 

担当部局・課室

名 

河川局河川環境課 

 

備考  

 調査票 



 

番号 3-1 

項目名 水質汚染対策 

 

施策名 ダム貯水池における水質保全対策 

施策の概要 ダム貯水池において、冷水放流、濁水長期化、富栄養化等の対策を実施する。

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

－ 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

ダム貯水池において、水質改善することで良好な河川環境及びダム環境の保全・

復元並びに創出することを目的に冷水放流、濁水長期化、富栄養化等の整備事

業を平成２０年度は鳥地川ダム等の９ダムにおいて実施している。 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

引き続き、ダム貯水池において、冷水放流、濁水長期化、富栄養化等の対策

するため、平成２１年度は８ダムで実施する。 

 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費：1,315,758 百万円の内数 

国費：830,857 百万円の内数 

平成２０年度（一次補正） － 

平成２０年度（二次補正） － 

平成２１年度 事業費：1,262,601 百万円の内数 

国費：801,100 百万円の内数 

平成２１年度（補正）※執行停止

分を除く 

事業費：382,255 百万円の内数 

国費：261,244 百万円の内数 

担当部局・課室名 河川局河川環境課 

備考  

 調査票 



 

番号 3-1 

項目名 水質汚染対策 

施策名 放置座礁船対策の推進 

施策の概要 被害者保護及び海洋環境の保全の観点より、我が国に入港する船舶に対し油濁

損害等を担保する保険義務付け措置等の事故保障対策や、地方公共団体に対

する油防除措置費用に係る国の支援措置により、放置座礁船対策を的確に推進

する。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

 － 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

「船舶油濁損害賠償保障法」に基づき、我が国に入港する外航船舶の油濁損害

及び船体撤去費用をてん補する保険加入を確保するため、事前通報等により確

認するなど保険加入の徹底を図っている。 

沈没した船舶からの油の抜取り費用にとして、佐伯市（大分県）に対し外国船舶油

等防除対策費補助金を交付した。 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

引き続き、船舶油濁損害賠償保障法に基づいて保険加入の確保に努めるととも

に、地方公共団体に対する油防除措置費用に係る支援措置といった放置座礁船

対策を推進していく。 

また、被害者保護及び海洋環境の保全を一層充実させるため、一般船舶からの

燃料油流出に対する事故保障対策等について検討を行っていく。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 70 百万円 

平成２０年度（一次補正）  

平成２０年度（二次補正）  

平成２１年度 37 百万円 

平成２１年度（一次補正）※執行停止分を除く  

平成２１年度（二次補正） 738 百万円 

担当部局・課室名 海事局総務課危機管理室 

 

備考  

 調査票 



 

番号 ３－１、３－６ 

項目名 水質汚染対策 

施策名 閉鎖性海域における浮遊ごみや油の回収 

施策の概要 ・船舶航行の安全を確保し、海域環境の保全を図るため、東京湾、伊勢湾、瀬戸

内海、有明・八代海等において、海面に浮遊するごみや油の回収を実施。 

・効果的なごみ回収を目的に、海洋短波レーダーによって観測された流況を活用

し、浮遊するごみの集まる位置を予測する技術開発を推進。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

・東京湾、伊勢湾、瀬戸内海、有明・八代海において 4,256ｍ3 の漂流ごみを回

収。また、船舶の事故等により発生した浮遊油について、航走拡散等により油

の除去を実施。 

・海洋短波レーダーによるごみ予測システムを整備し、試行運用を実施。 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

引き続き東京湾、伊勢湾、瀬戸内海、有明・八代海において、漂流ごみ及び油

の回収を実施。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費：３９２，４１１百万円の内数 

国費：２２７，９５０百万円の内数 

平成２０年度（一次補正） 事業費：１３，５２３百万円の内数 

国費：９，０１６百万円の内数 

平成２０年度（二次補正） 事業費：２４，７９０百万円の内数 

国費：１７，００８百万円の内数 

平成２１年度 事業費：３７３，１５１百万円の内数 

国費：２１９，５００百万円の内数 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く 事業費：２３２，４２６百万円の内数 

国費：１４６，５１１百万円の内数 

担当部局・課室名 港湾局 国際・環境課 

 

備考  

 調査票 



 

 

番号 ３－１、３－６ 

項目名 水質汚染対策 

施策名 油流出事故への対応 

施策の概要 ・本邦周辺海域の油防除体制として、大型浚渫兼油回収船３隻が配備され、出動

後概ね４８時間以内で現場海域に到着し、防除作業できる体制を確立。 

・油回収船で回収した高粘度回収油の船外配送に関する技術開発 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

油流出事故発生時に迅速な対応が必要となるため、大型浚渫兼油回収船３

隻の外洋訓練を実施。なお、平成２０年度は大規模な油流出事故がなかった

ため、出動なし。 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

引き続き、大規模な油流出事故が発生した場合に備え、緊急出動が可能な体

制を継続。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費：３９２，４１１百万円の内数 

国費：２２７，９５０百万円の内数 

平成２０年度（一次補正） 事業費：１３，５２３百万円の内数 

国費：９，０１６百万円の内数 

平成２０年度（二次補正） 事業費：２４，７９０百万円の内数 

国費：１７，００８百万円の内数 

平成２１年度 事業費：３７３，１５１百万円の内数 

国費：２１９，５００百万円の内数 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く 事業費：２３２，４２６百万円の内数 

国費：１４６，５１１百万円の内数 

担当部局・課室名 港湾局 国際・環境課 

 

備考  

 調査票 



 

番号 3-2 

項目名 大気質対策・騒音対策 

施策名 沿道環境対策 

施策の概要 バイパス整備・交差点改良等のボトルネック対策、遮音壁の設置・低騒音舗装の

敷設などを推進。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

沿道環境の現況が環境基準を超えていると認められる地域等において、バイ

パス整備・交差点改良等のボトルネック対策、遮音壁の設置・低騒音舗装の敷設

などを実施した。 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

沿道環境の現況が環境基準を超えていると認められる地域等において、バイ

パス整備・交差点改良等のボトルネック対策、遮音壁の設置・低騒音舗装の敷設

などを実施していく。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 道路整備費（国費）2,112,360 百万円の

内数 

平成２０年度（一次補正） 道路整備費（国費）129,095 百万円の 

内数 

平成２０年度（二次補正） 道路整備費（国費）41,879 百万円の 

内数 

平成２１年度 道路整備費（国費）1,746,636 百万円の

内数 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く 道路整備費（国費）390,798 百万円の 

内数 

担当部局・課室名 道路局 道路環境調査室 

 

備考  

 調査票 



番号 1-2、1-4、3-2、5-1 

項目名 自動車単体対策 

施策名 ①低公害車普及／②次世代低公害車開発・実用化の促進 

施策の概要 大都市地域等における自動車に起因する大気汚染問題を解決するとともに、地球

温暖化の防止に資するため、補助制度や自動車グリーン税制の活用により低公

害車の普及を促進する。また、革新的な技術を投入し、環境性能を格段に向上さ

せた次世代の低公害車の開発・実用化を促進する。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

○CO2 排出削減量： 2,470～2,550 万トン（2010 年度） 

○長期的な削減（2050 年までに温室効果ガス排出量を半減）に貢献する。 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

①バス、トラック事業者を中心に、CNG バス、トラック等の導入に対する支援を

行うとともに、CNG 車普及促進モデル事業に２地域を指定する等により、低公

害車の普及を促進した。 

②独立行政法人交通安全環境研究所が中心となって、自動車メーカー等の協

力を得ながら、非接触給電ハイブリッド車、スーパークリーンディーゼルエンジ

ン等、計７車種の環境性能を格段に向上させた次世代大型車等について、研

究・開発、実証走行試験の実施のほか、その成果を踏まえた技術基準の整備

を進めているところ。 

（平成 20 年度 CO2 排出削減量：2,068 万トン） 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

①平成２１年度当初予算では、低公害車導入補助事業は、新たに電気自動車

等を補助対象に追加する等、支援の拡充を行った。また、平成２１年度補正予

算では、経年車の廃車を伴う新車購入や、環境性能に優れた新車購入を行う

事業者に対する補助（環境対応車購入補助）等が措置された。引き続き、低公

害車の普及を促進する。 

②大型 CNG 自動車・LNG 自動車の二車種については、平成 21 年度補正予算

も活用し、平成 21 年度で開発・実用化を完了する予定。その他の車両につい

ても、遅くとも平成 23 年度までに開発・実用化を完了し、市場導入を促していく

予定。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 ①   2,233 百万円 

②    482 百万円 

平成２０年度（一次補正） ①    600 百万円 

平成２０年度（二次補正） － 

平成２１年度 ①   1,720 百万円 

②    360 百万円 

平成２１年度（一次補正）※執行停止分を除く ①  14,880 百万円 

②   1,014 百万円 

 調査票 



 

平成２１年度（二次補正） ①  30,473 百万円 

担当部局・課室名 ①自動車交通局 総務課企画室 

②自動車交通局 技術安全部 環境課 地球温暖化対策室 

備考  



 

番号 3-2 

項目名 大気質対策・騒音対策 

施策名 空港周辺環境の改善 

施策の概要 航空機騒音の環境基準を達していない空港の周辺住民の生活環境を改善

するため必要な処置を行う。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

環境基準の屋内達成率：94.7％(2006 年度)→95％(2011 年度) 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

航空機騒音に係る屋内での環境基準を達成するため、住宅の修繕等を契

機とした住民による補助申請に基づき防音工事が実施されている。対象となる

世帯は特定されており、徐々にではあるが実績値は着実に伸びている。 

（平成２０年度の申請・実施件数は８２件） 

 

また、市町村及び独立行政法人空港周辺整備機構の広報誌やホームペー

ジ等を通じて補助制度の周知等を図っている。 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

今後も、対象となる住宅に居住する住民に対し、補助制度の周知を図り、工事

施工による環境基準の屋内達成率の向上を目指す継続的な取組みが必要であ

る。 

なお、住宅防音工事については、補助単価の見直しを実施し、より的確で効率

的な事業の執行を確保する。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 1,923 

平成２０年度（一次補正） - 

平成２０年度（二次補正） - 

平成２１年度 1,775 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く - 

担当部局・課室名 航空局空港部環境・地域振興課 

 

備考  

 調査票 



 

番号 3-3 

項目名 ヒートアイランド対策 

施策名 屋上等の緑化の推進 

施策の概要 ・屋上緑化・壁面緑化等の推進によるヒートアイランド現象の緩和 

・緑化地域制度や緑化施設整備計画認定制度の活用による民有地を中心と

した緑化の推進 

・住宅・建築物の整備に関する各種事業において、敷地の緑化等への補助等

を実施 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

CO2 排出削減量：0.5～2.3 万 t-CO2（2010 年度） 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

・平成 12 年から平成 20 年までの 9 年間で屋上緑化が約 242ｈａ、壁面緑化が

約 24ha 施工 

・全国に先駆けて名古屋市において緑化地域が指定・運用 

・緑化施設整備計画認定制度における認定：24 件、59,178 ㎡の緑化施設の整

備 

・京都議定書目標達成計画における「緑化等ヒートアイランド対策による熱環

境改善を通じた都市の低炭素化」として、0.4～2.0 万 t-CO2の排出削減（2008

年） 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

・横浜市において緑化地域が指定されるなど、引き続き上記取組を推進。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費：217,333 の内数 

国 費：110,104 の内数 

平成２０年度（一次補正） 事業費：▲171 の内数 

国 費：▲171 の内数 

平成２０年度（二次補正） 事業費：13,079 の内数 

国 費：5,298 の内数 

平成２１年度 事業費：207,531 の内数 

国 費：105,071 の内数 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く 事業費：35,425 の内数 

国 費：15,204 の内数 

平成２１年度（二次補正） 事業費：▲88 の内数 

国 費：▲88 の内数 

担当部局・課室名 都市・地域整備局 公園緑地・景観課 緑地環境室 

 

備考  

 調査票 



 

番号 1-7,1-8,3-3 

項目名 温室効果ガス吸収源対策 

新エネルギー・新技術の活用等による先導的取組 

ヒートアイランド対策 

施策名 都市緑化等の推進 

合同庁舎における太陽光発電・建物緑化の整備 

屋上等の緑化の推進 

施策の概要 構造上立地上の不都合のない合同庁舎において太陽光発電又は建物緑化を整

備する。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

太陽光発電又は建物緑化を合同庁舎約 120 棟に 2012 年度までに整備する。

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

太陽光発電を21棟約280kW、建物緑化を14棟約3,500㎡の整備を着手した。

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

引き続き太陽光発電、建物緑化の整備を推進する。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 23,088 の内数 

平成２０年度（一次補正） 7,988 の内数 

平成２０年度（二次補正） 9,019 の内数 

平成２１年度 22,524 の内数 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く 1,189 の内数 

担当部局・課室名 大臣官房官庁営繕部整備課、設備・環境課、営繕環境対策室 

 

備考  

 調査票 



番号 3-3 , 3-5 

項目名 ヒートアイランド対策 

自然共生と生物多様性の保全 

施策名 水と緑のネットワーク形成によるうるおいあるまちづくり 

施策の概要 都市公園の整備、水辺空間の再生・創出により、水と緑のネットワークを形成

し、都市のうるおいあるまちづくりを推進する。 

施策の目標 

※新たに目標を設定する

場合は下線を附して記載 

社会資本整備重点計画（平成 20～24 年度） 

・都市域における水と緑の公的空間確保量について平成 19 年度比約 1割

増。 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

○水と緑の公的空間確保量：平成 19 年度比約 1%増 

○国営公園の整備や都市公園事業費補助等による都市公園の整備に対する

支援を実施 

○古都及緑地保全事業・緑地環境整備総合支援事業による特別緑地保全地

区等の土地の買入れや施設整備に対する支援を実施 

○これまでの実績 

・都市公園等整備量：114,925ha 

・特別緑地保全地区の指定：387 地区 2,147hａ 

・近郊緑地保全区域の指定：25 区域 97,073ha 

・近郊緑地特別保全地区の指定：26 地区 3,471ha 

・特別緑地保全地区及び近郊緑地保全地区の買入れ：1,146ha 

・歴史的風土保存区域の指定：32 区域 22,487ha 

・歴史的風土特別保存地区の指定：60 地区 8,832ha 

・歴史的風土特別保存地区の買入れ：756ha 

・風致地区の指定：760 地区 169,594ha 

・市民緑地の契約締結：145 地区 80ha 

・保存樹、保存樹林の指定：4,017 本、200 箇所 67ha 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

･引き続き上記取組を推進。 

 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費：217,333 の内数 

国 費：110,104 の内数 

平成２０年度（一次補正） 事業費：▲171 の内数 

国 費：▲171 の内数 

平成２０年度（二次補正） 事業費：13,079 の内数 

国 費：5,298 の内数 

平成２１年度 事業費：207,531 の内数 

国 費：105,071 の内数 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く 事業費：35,425 の内数 

国 費：15,204 の内数 

平成２１年度（二次補正） 事業費：▲88 の内数 

国 費：▲88 の内数 

担当部局・課室名 都市・地域整備局 公園緑地・景観課 緑地環境室 

 調査票 



 

国土計画局 広域地方整備政策課 大都市圏制度企画室 

備考  



 

番号 3-3 

項目名 ヒートアイランド対策 

施策名 打ち水の実施による国民へのヒートアイランド問題の意識向上 

施策の概要 ヒートアイランド問題における水の二次利用、水の循環の重要性への関心を喚

起するため、広く国民に楽しく「打ち水」に参加してもらう「打ち水大作戦」を官民の

協調により全国で展開。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

  ― 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

「打ち水大作戦本部」が毎年実施する打ち水大作戦に対し、国土交通省とし

て後援 

国土交通省職員による「打ち水大作戦」を実施。職員約１００名の参加。 

職員への啓発行為の実施（パネル展示等）    

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

 「水の週間」行事の一環として、「水の週間一斉打ち水大作戦」を国土交通

省、都道府県等趣旨に賛同いただける団体を実施主体とし、平成２１年度より

実施。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度           ― 

平成２０年度（一次補正）           ― 

平成２０年度（二次補正）           ― 

平成２１年度           ― 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く           ― 

担当部局・課室名 土地・水資源局水資源部水資源政策課 

 

備考  

 調査票 



 

番号 3-3 

項目名 ヒートアイランド対策 

施策名 下水再生水の利用等 

施策の概要 下水再生水の利用、水と緑のネットワークの創出により、地表面被覆の改善

を図り、ヒートアイランド対策を推進する。 

 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

・下水道事業による雨水貯留浸透施設の設置や雨水・下水処理水を利用したせ

せらぎ水路等の整備について補助制度を設けているほか、下水処理水による路

面散水を推進している。 

・平成 19 年 2 月から開催した「下水処理水の再利用のあり方を考える懇談会」の

議論を踏まえとりまとめた報告書「新たな社会的意義を踏まえた再生水利用の促

進に向けて」において、再生水等を活用したせせらぎ等の水辺整備に計画段階か

ら住民を参加させていく取組を支援することとしている。 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

引き続き、雨水貯留浸透施設の設置やせせらぎ水路等の整備を推進する。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費：1,290,845 百万円の内数 

国費： 662,042 百万円の内数 

平成２０年度（一次補正） 0 

平成２０年度（二次補正） 事業費：19,648 百万円の内数 

国費： 10,000 百万円の内数 

平成２１年度 事業費：1,246,104 百万円の内数 

国費： 632,772 百万円の内数 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く 事業費：39,178 百万円の内数 

国費： 20,089 百万円の内数 

担当部局・課室名 都市・地域整備局 下水道部 流域管理官 

備考  

 調査票 



 

番号 3-3,3-4 

項目名 ヒートアイランド対策 

水循環系の再構築 

施策名 環境用水の導入による水路の清流の復活 

施策の概要 環境用水の導入による清流の再生を図る。 

施策の目標 

※新たに目標を

設 定 す る 場 合

は下線を附して

記載 

- 

取組状況 

（平成 20 年

度） 

※可能な限りア

ウトカムを含め

て 定 量 的 に 記

載 

※定量的・定性

的 な 目 標 を 設

定している場合

は、進捗状況を

記載 

平成 18 年３月に通知した「環境用水に係る水利使用許可の取扱いについて」に基づ

き、地域のニーズと合意の下、環境用水の水利使用を認め、水質、親水空間、修景

等生活環境又は自然環境の維持、改善等を図っている。 

http://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/riyou/jirei/kankyoyosui/1_kisya.html
 

今 後 の 見 通

し・課題 

※平成 21 年度

の取組を含む 

引き続き通知に基づき水質、親水空間、修景等生活環境又は自然環境の維持、改

善等を図る。 

予算措置状況 

( 単 位 ： 百 万

円） 

平成２０年度 - 

平成２０年度（一次補正） - 

平成２０年度（二次補正） - 

平成２１年度 - 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く - 

担当部局・課

室名 

河川局河川環境課流水管理室  

 

備考  

 調査票 



 

番号 3-3 

項目名 ヒートアイランド対策 

施策名 路面温度上昇抑制機能を有する舗装の敷設 

施策の概要 保水性舗装など路面温度上昇抑制機能を有する舗装を敷設。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

ヒートアイランド現象の対策の一つとして、沿道環境改善事業で、路面温度を

低下させるために保水性舗装などの路面温度を低下させる舗装の敷設を実施

した。 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

路面温度を低下させるために保水性舗装などの路面温度を低下させる舗装の

敷設を実施していく。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 道路整備費（国費）2,112,360 百万円の

内数 

平成２０年度（一次補正） 道路整備費（国費）129,095 百万円の 

内数 

平成２０年度（二次補正） 道路整備費（国費）41,879 百万円の 

内数 

平成２１年度 道路整備費（国費）1,746,636 百万円の

内数 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く 道路整備費（国費）390,798 百万円の 

内数 

担当部局・課室名 道路局 道路環境調査室 

 

備考  

 調査票 



 

番号 3-4 

項目名 水循環系の再構築 

施策名 安全でおいしい水の確保 

施策の概要 全ての利水者が使用する水質を、その安定性も含め、現状より上質、あるいは管

理し易くする取・排水システムの構築を図る。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

- 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

平成 20 年度は、モデル地域を対象に関係利水者に対しヒアリングを実施し、

水利用の課題を把握するとともに取排水系統のあり方について検討を実施 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

平成 21 年度には水量・水質を一体的に管理していくに当たっての取・排水系

統の再編等による水質改善方策について検討を行う。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 - 

平成２０年度（一次補正） - 

平成２０年度（二次補正） - 

平成２１年度 - 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く - 

担当部局・課室名 河川局河川環境課流水管理室 

 

備考  

 調査票 



 

番号 ３－４ 

項目名 水循環系の再構築 

施策名 新しい水質指標による水管理 

施策の概要 生態系、生活環境に配慮し、人の五感等の多様な視点を含めた新しい水質指標

等を整理し、河川毎に評価を行うことにより、河川環境改善を図る。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

- 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

「今後の新しい水質指標（案）」に基づき、一級河川において調査を実施。 

・ 「人と河川の豊かなふれあいの確保」の視点による調査では、調査地点の

うち約 65%が遊びやすい（注１）と判断された 

・ 「豊かな生態系の確保」の視点による調査では、調査地点のうち約 89%が

生物の生息・繁殖環境として良好（注２）と判断された 

・ 上記二つの視点に係る調査において、住民と河川管理者が協働で調査す

る評価項目が設けられており、それぞれ約 8,000 人の住民が参加 

（注１）Ａランク（顔を水につけやすい）、Ｂランク（川の中に入って遊びやすい）と評価された調査地点。

ただし、あくまでも河川水質の面で調査した結果である。 

（注２）Ａランク（生物の生息・生育・繁殖環境として非常に良好）、Ｂランク（生物の生息・生育・繁殖環境

として良好）と評価された調査地点 

http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/kankyo/kankyou/suisitu/index.html

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

引き続き新しい水質指標に基づく調査を行い、評価を行っていく 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費：1,315,758 百万円の内数 

国費：830,857 百万円の内数 

平成２０年度（一次補正） － 

平成２０年度（二次補正） － 

平成２１年度 事業費：1,262,601 百万円の内数 

国費：801,100 百万円の内数 

平成２１年度（補正）※執行停止分

を除く 

－ 

担当部局・課室名 河川局河川環境課 

 

備考  

 調査票 



 

番号 ３－４ 

項目名 水循環系の再構築 

施策名 雨水貯留・浸透施設の整備等 

施策の概要 特定都市河川浸水被害対策法に基づく、河川・流域指定並びに流域水害対策計画

の策定や雨水貯留浸透施設等の整備を実施。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附

して記載 

－ 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウト

カムを含めて定量的

に記載 

※定量的・定性的な

目標を設定している

場合は、進捗状況を

記載 

市街化区域及び市街化調整区域が 50%以上又は 20%以上であり、さらに増加が

予想される流域において「流域貯留浸透事業」を継続実施。また雨水利用流出

抑制関連税制についても継続実施。 

 

今後の見通し・課

題 

※平成 21 年度の取

組を含む 

平成２１年度「流域貯留浸透事業」の拡充 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費：1,315,758 百万円の内数 

国費：830,857 百万円の内数 

平成２０年度（一次補正） 事業費：67,059 百万円の内数 

国費：50,448 百万円の内数 

平成２０年度（二次補正） 事業費：44,690 百万円の内数 

国費：35,432 百万円の内数 

平成２１年度 事業費：1,262,601 百万円の内数 

国費：801,100 百万円の内数 

平成２１年度（補正）※執行

停止分を除く 

事業費 382,255 百万円の内数 

国費 261,244 百万円の内数 

担当部局・課室名 河川局河川環境課流域治水室 

備考  

 調査票 



 

番号 3-4 

項目名 水循環系の再構築 

施策名 正常流量の設定（河川における清流の確保） 

施策の概要 動植物の生息生育地の状況や景観、流水の清潔の保持などに必要な流量等を満

たした流水の正常な機能を維持するために必要な正常流量を設定 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

－ 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

平成 21 年３月現在、一級水系 109 水系の河川整備基本方針が策定され、そ

の内、95 水系で正常流量を設定 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

正常流量を確保していくために、ダムなどの既存施設の有効活用や水利用の

合理化などについて、引き続き検討 

正常流量が設定されていない 14 水系についても、調査・検討し、今後位置づ

ける予定 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 - 

平成２０年度（一次補正） - 

平成２０年度（二次補正） - 

平成２１年度 - 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く - 

担当部局・課室名 河川局河川環境課流水管理室 

 

備考  

 調査票 



 

番号 3-4 

項目名 水循環系の再構築 

施策名 水力発電に伴う減水区間の解消による清流回復 

施策の概要 水力発電に伴い河川の流量が著しく減少する減水区間の改善を図るため、発

電ガイドラインを定める。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

○減水区間解消距離について 

 水力発電に伴い河川の流量が著しく減少する減水区間の改善を図るため、発電

ガイドラインを定めることにより、減水区間解消距離の延伸を図った。 

 

平成 19 年度末 時点：約 5,155km → 平成 20 年度末 時点：約 5,237km 

 

http://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/shaseishin/kasenbunkakai/ 

shouiinkai/kihonhoushin/030718/pdf/s5-1.pdf 

 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

引き続き、関係者の協力を得て、水力発電に伴い河川の流量が著しく減少す

る減水区間の改善に努める。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 - 

平成２０年度（一次補正） - 

平成２０年度（二次補正） - 

平成２１年度 - 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く - 

担当部局・課室名 河川局 河川環境課 流水管理室 

備考  

 調査票 



 

番号 3-4 

項目名 水循環系の再構築 

施策名 総合的な土砂管理の取組の推進 

施策の概要 人工構造物や人為的行為等による土砂移動の変化に起因する問題に対応す

るため、土砂管理技術の検討・開発を進めるとともに、関係機関が連携して山地

から海岸までの一貫した総合的な土砂管理の取組を推進する。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

総合的な土砂管理に基づき土砂の流れが改善された数【3（H19 年度）→

190（H24 年度）】 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

土砂流出をコントロールし適正な土砂移動を確保するため、透過型砂防え

ん堤の整備を推進している。 

河道掘削土砂や浚渫土砂で養浜を行うなど、河道管理等と連携した海岸侵

食対策を推進した。 

釧路川では湿原への土砂流入を抑制するため、湿原の上流に調整池や床

止め等の設置を進めている。 

http://www.mlit.go.jp/river/sabo/dosyakanri.html 

 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

引き続き、土砂移動に起因して問題の発生している渓流、河川、海岸にお

いて具体的な対策を進めるとともに、問題解決に向けた事業の連携方針（総

合土砂管理連携方針）の策定に取り組む。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費：１，３９２，０１２百万円の内数 

国費：８７９，０４７百万円の内数 

平成２０年度（一次補正） 事業費：７１，５０７百万円の内数 

国費：５３，３０４百万円の内数 

平成２０年度（二次補正） 事業費：４８，７０５百万円の内数 

国費：３８，１８４百万円の内数 

平成２１年度 事業費：１，３３５，１６８百万円の内数 

国費：８４７，７２７百万円の内数 

平成２１年度（補正）※執

行停止分を除く 

事業費：４１８，１６１百万円の内数 

国費：２９０，２４４百万円の内数 

担当部局・課室名 河川局砂防部 保全課、海岸室 

港湾局 海岸・防災課 

備考  

 調査票 



 

番号 ３－４ 

項目名 水循環系の再構築 

施策名 物質循環を考慮した流域・河川・沿岸管理（モニタリング総合戦略と研究推進

体制の設計） 

施策の概要 モデル流域において、陸域の人間活動による水域・海域の生態系劣化に対して、

施策展開のためにとるべき調査・モニタリング・分析の総合戦略と研究推進体制

の設計を行う。関係機関連携のもと、調査研究を推進し、水環境健全化のための

施策の立案に資する。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

- 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

○伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開発 

（本研究は文部科学省科学技術振興調整費重要課題解決型研究「持続可能

な流域圏環境管理技術の開発」（平成 18 年度採択）で行なわれている。） 

開発した生態系サービス評価モデルを用いて、各施策代替案・修復技術の全

体および局所効果を把握した。また、施策代替案実行に係る金銭的費用およ

び CO2 排出量を算定し、それらの結果から生態系サービスと施策代替案の実

行可能性をそれぞれ対比して整理することで、実行上の隘路を考慮した施策

代替案実現に向けての流域圏環境管理の実践戦略案を提示した。 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

構築した生態系サービス評価モデルを用いて代表的施策群の効果を算定し、

各施策・修復技術における生態系サービスの回復の全体及び局所効果を評

価する。それを受けて、生態系サービスの回復が流域住民にもたらす影響を

様々なスケール、階層で分析し、代替案実行に関わる地域合意形成などの観

点から評価を行う。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 外部予算 

平成２０年度（一次補正） － 

平成２０年度（二次補正） － 

平成２１年度 外部予算 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く － 

担当部局・課室名 国土技術政策総合研究所    

 

備考  

 調査票 



 

番号 3-4 

項目名 水循環系の再構築 

施策名 官庁施設における排水再利用・雨水利用の推進 

施策の概要 官庁施設における排水再利用・雨水利用を推進する。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

6 施設（廿日市地方合同ほか）に排水再利用・雨水利用を導入した。 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

引き続き官庁施設における排水再利用・雨水利用を推進する。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 - 

平成２０年度（一次補正） - 

平成２０年度（二次補正） - 

平成２１年度 - 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く - 

担当部局・課室名 大臣官房官庁営繕部設備・環境課 

 

備考  

 調査票 



 

番号 3-4 

項目名 水循環系の再構築 

施策名 水源地域の保全・活性化の推進 

施策の概要 上下流一体となった潤いと活力のある水源地域の実現を目指し、流域連携や水

源地域の活性化に資するＮＰＯ法人等の多様な活動主体を支援するなど、水源地

域の保全・活性化を推進する。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

- 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

○水源地域活性化調査による支援  

水源地域の保全・活性化のための活動を支援するため、三保ダム、味噌川ダム

などダム周辺の５地域及び最上川、吉野川、五ヶ瀬川の３流域をモデル対象箇所

とし、水源地域の自立的・持続的な活性化を目的とした地域活動の企画・立案、実

施（試行）、評価等を行い、地域活動の仕組み作りについて調査・検討を行った。 

○水源地域対策アドバイザー派遣 

 水源地域の保全・活性化を支援するために、北海道平取町（平取ダム）、岐阜県

揖斐川町（徳山ダム）、三重県伊賀市（川上ダム）の３地域に専門分野のアドバイ

ザーを派遣し具体的な指導及び提言を行った 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

 引き続き、水源地域の保全・活性化を推進するため、ダム等を含めた各種の資

源(森林・水・観光資源・物産・文化財等)を活用した水源地域の活性化活動の企

画・立案、実施(試行)、評価に取り組み、全国の水源地域の参考に資する活動方

策の検討を行う。 

また、水源地域の要望に応じて水源地域対策アドバイザーの派遣を行う。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 ４７ 

平成２０年度（一次補正）  

平成２０年度（二次補正）  

平成２１年度 ３３ 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く  

担当部局・課室名 土地・水資源局 水資源部 水源地域対策課 

 

備考  

 調査票 



 

番号 3-4 

項目名 水循環系の再構築 

施策名 水・物質循環系の健全化 

施策の概要 下水処理水の再利用を、サテライト処理も含めて推進するとともに、雨水の

貯留・浸透・利用を推進する。併せて、下水汚泥等の有効活用により、水だ

けでなく、物質の循環も踏まえた総合的な水・物質循環系の健全化を図る。

 

施策の目標 

 

 － 

取組状況 

（平成 20 年度） 

 

再生水利用や雨水貯留浸透、下水汚泥等の活用を促進するため、再生水供

給施設や雨水貯留浸透施設の設置、下水汚泥等の活用について補助制度を

設けている。また、「下水処理水の再利用のあり方を考える懇談会」の議論を

踏まえ、報告書「新たな社会的意義を踏まえた再生水利用の促進に向けて」を

とりまとめた。 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

今後も引き続き、再生水利用や雨水貯留浸透施設の導入、下水汚泥等の活

用促進を進めていく。また、省スペースで良好な処理水が得られる膜分離活

性汚泥法（MBR）を活用したサテライト処理の適用性について、実際の下水道

施設において実証事業により検討するとともに、水辺整備における住民との連

携を進める。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費：1,290,845 百万円の内数 

国費： 662,042 百万円の内数 

平成２０年度（一次補正） 0 

平成２０年度（二次補正） 事業費：19,648 百万円の内数 

国費： 10,000 百万円の内数 

平成２１年度 事業費：1,246,104 百万円の内数 

国費： 632,772 百万円の内数 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く 事業費：39,178 百万円の内数 

国費： 20,902 百万円の内数 

（MBR 実証事業を含む） 

担当部局・課室名 都市・地域整備局 下水道部 流域管理官 

備考  

 調査票 



 

番号 3-3,3-4 

項目名 ヒートアイランド対策 

水循環系の再構築 

施策名 環境用水の導入による水路の清流の復活 

施策の概要 環境用水の導入による清流の再生を図る。 

施策の目標 

※新たに目標を

設 定 す る 場 合

は下線を附して

記載 

- 

取組状況 

（平成 20 年

度） 

※可能な限りア

ウトカムを含め

て 定 量 的 に 記

載 

※定量的・定性

的 な 目 標 を 設

定している場合

は、進捗状況を

記載 

平成 18 年３月に通知した「環境用水に係る水利使用許可の取扱いについて」に基づ

き、地域のニーズと合意の下、環境用水の水利使用を認め、水質、親水空間、修景

等生活環境又は自然環境の維持、改善等を図っている。 

http://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/riyou/jirei/kankyoyosui/1_kisya.html
 

今 後 の 見 通

し・課題 

※平成 21 年度

の取組を含む 

引き続き通知に基づき水質、親水空間、修景等生活環境又は自然環境の維持、改

善等を図る。 

予算措置状況 

( 単 位 ： 百 万

円） 

平成２０年度 - 

平成２０年度（一次補正） - 

平成２０年度（二次補正） - 

平成２１年度 - 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く - 

担当部局・課

室名 

河川局河川環境課流水管理室  

 

備考  

 調査票 



番号 3-5 

項目名 自然共生と生物多様性 

施策名 都市における生物多様性の保全の推進 

施策の概要 都市における生物多様性を確保するため、公園緑地等における希少種や身

近な植物等の保全・活用や、エコロジカル・ネットワークの形成等を推進。 

施策の目標 

※新たに目標を設定する

場合は下線を附して記載 

社会資本整備重点計画（平成 20～24 年度） 

・都市における良好な自然環境の保全・創出に資する公園・緑地について

新たに 2,100ha を確保。 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

○都市における良好な自然環境の保全・創出に資する公園・緑地について、 

平成 19 年度から新たに約 400ha 増 

○国営公園の整備や都市公園事業費補助等による都市公園の整備に対する

支援を実施 

○古都及緑地保全事業・緑地環境整備総合支援事業による特別緑地保全地

区等の土地の買入れや施設整備に対する支援を実施 

○これまでの実績 

・都市公園等整備量：114,925ha 

・特別緑地保全地区の指定：387 地区 2,147hａ 

・近郊緑地保全区域の指定：25 区域 97,073ha 

・近郊緑地特別保全地区の指定：26 地区 3,471ha 

・特別緑地保全地区及び近郊緑地保全地区の買入れ：1,146ha 

・歴史的風土保存区域の指定：32 区域 22,487ha 

・歴史的風土特別保存地区の指定：60 地区 8,832ha 

・歴史的風土特別保存地区の買入れ：756ha 

・風致地区の指定：760 地区 169,594ha 

・市民緑地の契約締結：145 地区 80ha 

・保存樹、保存樹林の指定：4,017 本、200 箇所 67ha 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

･引き続き上記取組を推進。 

 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費：217,333 の内数 

国 費：110,104 の内数 

平成２０年度（一次補正） 事業費：▲171 の内数 

国 費：▲171 の内数 

平成２０年度（二次補正） 事業費：13,079 の内数 

国 費：5,298 の内数 

平成２１年度 事業費：207,531 の内数 

国 費：105,071 の内数 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く 事業費：35,425 の内数 

国 費：15,204 の内数 

平成２１年度（二次補正） 事業費：▲88 の内数 

国 費：▲88 の内数 

担当部局・課室名 都市・地域整備局 公園緑地・景観課 緑地環境室 

 調査票 



 

国土計画局 広域地方整備政策課 大都市圏制度企画室 

備考  



 

番号 3-5 

項目名 自然共生と生物多様性 

施策名 国営公園を拠点とした環境配慮行動推進構想 

施策の概要 国営公園を拠点とした環境配慮型行動を促すためのガイドラインの策定 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

- 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

・有識者からの意見聴取等を通じて、国営公園を拠点とした環境配慮型行動

を促すためのガイドラインの策定に向けた検討を実施。 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

・社会実験等を実施し、その成果を踏まえ、国営公園を拠点とした環境配慮型

行動を促すためのガイドラインを策定。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 6 

平成２０年度（一次補正） 0 

平成２０年度（二次補正） 0 

平成２１年度 5 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く 0 

担当部局・課室名 都市・地域整備局 公園緑地・景観課  

 

 

備考  

 調査票 



 

番号 3-5 

項目名 自然共生と生物多様性の保全 

施策名 多自然川づくり 

施策の概要 河川全体の自然の営みを視野に入れ、地域の暮らしや歴史・文化との調和にも配

慮し、河川が本来有している生物の生息・生育・繁殖環境及び多様な河川景観を

保全・創出する多自然川づくりを推進する。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

水辺の再生の割合【約２割（Ｈ１９年度）→約４割（Ｈ２４年度）】 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

河川事業の実施にあたっては、多自然川づくりを基本とすることとしており、生

物の生息・生育環境の保全・創出等を考慮した水辺の再生を実施。 

http://www.mlit.go.jp/river/kankyo/main/kankyou/tashizen/index.html 

 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

「多自然川づくり基本方針」を踏まえ、良好な自然環境の再生のための川づく

りを推進する。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費：1,315,758 百万円の内数 

国費：830,857 百万円の内数 

平成２０年度（一次補正） 事業費：67,059 百万円の内数 

国費：50,448 百万円の内数 

平成２０年度（二次補正） 事業費：44,690 百万円の内数 

国費：35,432 百万円の内数 

平成２１年度 事業費：1,262,601 百万円の内数 

国費 801,100 百万円の内数 

平成２１年度（補正）※執行停

止分を除く 

事業費：382,255 百万円の内数 

国費 261,244 百万円の内数 

担当部局・課室名 河川局河川環境課 

備考  

 調査票 



 

番号 3-5 

項目名 自然共生と生物多様性の保全 

施策名 自然再生事業 

施策の概要 失われた良好な自然環境の再生を図るため河川などの自然再生事業を実施する。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附

して記載 

水辺の再生の割合【約２割（Ｈ１９年度）→約４割（Ｈ２４年度）】 

 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウト

カムを含めて定量的

に記載 

※定量的・定性的な

目標を設定している

場合は、進捗状況を

記載 

湿地環境の再生や河口干潟の復元など河川の水辺の再生を荒川（埼玉）、木曽

川、淀川等で実施。 

 

今後の見通し・課

題 

※平成 21 年度の取

組を含む 

失われてきた河川などの良好な自然環境の再生を図るため、特に国民や地域

社会の関心が高い地域などにおいて重点的・集中的に実施する。 

 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費 1,315,758 百万円の内数 

国費 830,857 百万円の内数 

平成２０年度（一次補正） － 

平成２０年度（二次補正） － 

平成２１年度 事業費 1,262,601 百万円の内数 

国費 801,100 百万円の内数 

平成２１年度（補正）※執行

停止分を除く 

事業費 382,255 百万円の内数 

国費 261,244 百万円の内数 

担当部局・課室名 河川局河川環境課 

 

備考  

 調査票 



 

番号 ３－５ 

項目名 自然共生と生物多様性の保全 

施策名 河川における連続性の確保 

施策の概要 河川の上下流や河川と流域との連続性を確保するため、魚道の整備や流域の水

路、田んぼなどとの連続性の確保につとめる。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

－ 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

「魚がのぼりやすいかわづくり」を平成１７年度より全国展開しており、堰、床固

等の河川横断施設の改築等にあわせて、計画的に魚道等の整備を行ってい

る。 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

堰、床固等の河川横断施設について、引き続き計画的な魚道等の整備につと

める。また、河川と流域の連続性を改善するため、樋門・樋管等の構造的な課

題について改善策を検討する。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費：1,315,758 百万円の内数 

国費：830,857 百万円の内数 

平成２０年度（一次補正） 事業費：67,059 百万円の内数 

国費：50,448 百万円の内数 

平成２０年度（二次補正） 事業費： 44,690 百万円の内数 

国費：35,432 百万円の内数 

平成２１年度 事業費：1,262,601 百万円の内数 

国費：801,100 百万円の内数 

平成２１年度（補正）※執行停

止分を除く 

事業費：382,255 百万円の内数 

国費：261,244 の内数 

担当部局・課室名 河川局河川環境課 

 

備考  

 調査票 



 

番号 3－5 

項目名 自然共生と生物多様性の保全 

施策名 外来種を用いない、周辺環境と調和した法面自然再生手法に関する研究 

施策の概要 のり面緑化において、従来の外来植物を主としたものから、地域生態系に配

慮した緑化方法の確立を図る。さらに単に造成のり面を緑化するのではなく、

周辺の植物群落と一体とした群落にすることを目標とした、のり面自然再生手

法の確立を図る。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

- 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

○地域生態系に配慮した緑化手法として「森林表土利用工」「自然進入促進

工」の試験施工を行い、植生の回復状況のモニタリング調査を実施した。また

道路法面等の現場で既に施工されている事例についてもモニタリング調査を

行い、立地環境と植生の回復状況等の関係を比較するための調査を実施し

た。なおこれらのモニタリング調査については 21 年度も継続中。 

 

 

 

 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

モニタリングの継続等を通して、地域生態系に配慮した緑化工法の改良等を

進め、適用性を高め、効率的・効果的な緑化方法を選択できるようにする。ま

たその成果を基に、技術基準等に記載し、技術の普及を図る予定である。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 14 

平成２０年度（一次補正） - 

平成２０年度（二次補正） - 

平成２１年度 14 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く - 

担当部局・課室名 国土技術政策総合研究所 

 

備考  

 調査票 



 

番号 3－5 

項目名 自然共生と生物多様性の保全 

施策名 道路による環境影響軽減対策に関する研究 

施策の概要 道路を横断する動物の接触事故の防止や、生息域の分断防止を図るための

効果的な保全対策の立案と、それに必要な調査方法等の確立を図る。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

- 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

○野生動物の道路横断施設利用実態調査 

平成 19 年度は、日本全国の直轄、地方自治体のエコロードの取り組み事

例を収集整理し、20 年度はこのうち斜里エコロード（北海道）、豊富 BP（北海

道）、東富士五湖道路（山梨）、江津道路（島根）を対象に、道路横断施設内外

に赤外線センサーカメラを設置し、野生動物の利用状況をモニタリングし、野

生動物の横断施設の構造に対する選好性を調査した。21 年度も継続してモニ

タリング調査を実施 

○ノウサギの糞抽出 DNA 分析 

平成 20 年度は、甲子道路を調査対象として、ノウサギの糞をサンプリング

し、糞から抽出したDNAによる個体識別および性判別を行い、調査エリア内の

行動数、行動範囲等を調べた。合わせて道路横断施設の利用実態のモニタリ

ング調査を行い、道路の周辺に生息するノウサギへの影響を調べた。 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

平成 21 年度は赤外線センサーカメラによるモニタリングを継続し、周辺の植

生、横断施設の詳細な構造の違い、周辺環境と施設のネットワーク性を含め

た解析をおこない、道路横断施設の効果的な設置方法を示す予定である。 

また、ノウサギの糞抽出 DNA 調査では、糞のサンプリング数を増やし、道路環

境影響評価のモニタリング手法として DNA 調査が、どのような点で効果的・効

率的であるかを明らかにし、新たな手法として確立を図る予定である。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 24 

平成２０年度（一次補正） - 

平成２０年度（二次補正） - 

平成２１年度 24 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く - 

担当部局・課室名 国土技術政策総合研究所 

 

備考  

 調査票 



 

番号 3-5 

項目名 自然共生と生物多様性の保全 

施策名 エコロジカル・ネットワークの形成の推進 

施策の概要 エコロジカル・ネットワークの形成を通じ、自然の保全・再生を図り、野生生

物の生息・生育空間の確保、都市環境・水環境の改善等多面的な機能を発揮

させる。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

○効果的・効率的なエコロジカル・ネットワーク形成に関する手法の検討 

生態系の保全・再生・創出を主目的とした取組だけでなく、エコロジカル・ネ

ットワークの形成に貢献すると考えられる取組の情報を収集・整理し、効果的・

効率的なエコロジカル・ネットワーク形成を図る手法を検討した。 

○広域圏におけるエコロジカル・ネットワーク構想の検討 

関係省庁（環境省、農林水産省、林野庁）連携の下、中部圏、四国圏につい

て具体的な図化を含むエコロジカル・ネットワーク構想の策定と推進のために

調査検討を行った。 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

エコロジカル・ネットワークの形成が進むよう、エコロジカル・ネットワークの

形成により向上が期待される機能について、国内外の事例等をもとにその関

係性を明らかにするとともに、構想策定・取組の実施にかかる評価体系の構

築を目指す。 

また、広域圏をはじめとした各レベルにおいてエコロジカル・ネットワーク構

想の策定、エコロジカル・ネットワークの形成に資する取組の実施を促進する

ため、関係機関に対し必要な情報の提供等を行う。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 27 百万円 

平成２０年度（一次補正） － 

平成２０年度（二次補正） － 

平成２１年度 8 百万円 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く － 

担当部局・課室名 国土計画局 総合計画課 

 

備考  

 調査票 



番号 3-3 , 3-5 

項目名 ヒートアイランド対策 

自然共生と生物多様性の保全 

施策名 水と緑のネットワーク形成によるうるおいあるまちづくり 

施策の概要 都市公園の整備、水辺空間の再生・創出により、水と緑のネットワークを形成

し、都市のうるおいあるまちづくりを推進する。 

施策の目標 

※新たに目標を設定する

場合は下線を附して記載 

社会資本整備重点計画（平成 20～24 年度） 

・都市域における水と緑の公的空間確保量について平成 19 年度比約 1割

増。 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

○水と緑の公的空間確保量：平成 19 年度比約 1%増 

○国営公園の整備や都市公園事業費補助等による都市公園の整備に対する

支援を実施 

○古都及緑地保全事業・緑地環境整備総合支援事業による特別緑地保全地

区等の土地の買入れや施設整備に対する支援を実施 

○これまでの実績 

・都市公園等整備量：114,925ha 

・特別緑地保全地区の指定：387 地区 2,147hａ 

・近郊緑地保全区域の指定：25 区域 97,073ha 

・近郊緑地特別保全地区の指定：26 地区 3,471ha 

・特別緑地保全地区及び近郊緑地保全地区の買入れ：1,146ha 

・歴史的風土保存区域の指定：32 区域 22,487ha 

・歴史的風土特別保存地区の指定：60 地区 8,832ha 

・歴史的風土特別保存地区の買入れ：756ha 

・風致地区の指定：760 地区 169,594ha 

・市民緑地の契約締結：145 地区 80ha 

・保存樹、保存樹林の指定：4,017 本、200 箇所 67ha 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

･引き続き上記取組を推進。 

 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費：217,333 の内数 

国 費：110,104 の内数 

平成２０年度（一次補正） 事業費：▲171 の内数 

国 費：▲171 の内数 

平成２０年度（二次補正） 事業費：13,079 の内数 

国 費：5,298 の内数 

平成２１年度 事業費：207,531 の内数 

国 費：105,071 の内数 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く 事業費：35,425 の内数 

国 費：15,204 の内数 

平成２１年度（二次補正） 事業費：▲88 の内数 

国 費：▲88 の内数 

担当部局・課室名 都市・地域整備局 公園緑地・景観課 緑地環境室 

 調査票 



 

国土計画局 広域地方整備政策課 大都市圏制度企画室 

備考  



 

番号 ３－５ 

項目名 自然共生と生物多様性の保全 

施策名 河川における外来種対策 

施策の概要 河川において外来種対策を進めるとともに、調査研究を進め、効果的な対策を検

討する。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

－ 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

各地域において、河川管理者、地方公共団体、地域住民等が連携し外来種対

策を実施している。 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

各地域の対策事例等を参考に効果的な外来種対策を検討する。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費：1,315,758 百万円の内数 

国費：830,857 百万円の内数 

平成２０年度（一次補正） － 

平成２０年度（二次補正） － 

平成２１年度 事業費：1,262,601 百万円の内数 

国費 801,100 百万円の内数 

平成２１年度（補正）※執行停

止分を除く 

－ 

担当部局・課室名 河川局河川環境課 

 

備考  

 調査票 



 

番号 3-5,3-7 

項目名 自然共生と生物多様性の保全 

施策名 ダム整備にあたっての環境配慮（環境アセス等） 

施策の概要 ダム事業の実施にあたって、事前の環境調査を実施し、ダム事業が環境に及ぼす

影響について検討し、適切な環境保全措置を講じる。 

施策の目標 

※新たに目標を設

定する場合は下線

を附して記載 

－ 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウト

カムを含めて定量的

に記載 

※定量的・定性的な

目標を設定している

場合は、進捗状況を

記載 

ダム事業の実施にあたって、事前の環境調査を実施し、ダム事業が環境に及ぼす

影響について検討をおこなった。 

各事業においては、この検討結果に沿った適切な環境保全措置を講じているとこ

ろ。 

 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取

組を含む 

今後も引き続き、各々の事業ごとに従来同様の検討並びに保全対策を図っていく

こととしている。 

 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 － 

平成２０年度（一次補正） － 

平成２０年度（二次補正） － 

平成２１年度 － 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く － 

担当部局・課室名 河川局 河川環境課 

 

備考  

 調査票 



 

番号 3-5 

項目名 自然共生と生物多様性の保全 

施策名 ダムの弾力的管理試験による河川環境の改善 

施策の概要 一時的に貯留された洪水調節容量を活用し、下流河川の清流回復や流況改善を

図る放流を行う。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

- 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

平成 20 年度においては、全国の計２０ダムで弾力的管理試験を実施 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

ダム下流河川の環境改善に向け、放流方法の検討をより進め、さらに効果的

なものとなるよう引き続き検討 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費：1,315,758 百万円の内数 

国費：830,857 百万円の内数 

平成２０年度（一次補正） - 

平成２０年度（二次補正） - 

平成２１年度 事業費 1,262,601 百万円の内数 

国費 801,100 百万円の内数 

平成２１年度（補正）※執行

停止分を除く 

- 

担当部局・課室名 河川局河川環境課流水管理室 

 

備考  

 調査票 



 

番号 ３－５ 

項目名 自然共生と生物多様性の保全 

施策名 住民との連携・協働による川づくり 

施策の概要 住民との連携・協働による、自然再生などの環境保全活動や川を活かしたまちづ

くりの取り組みなどを実施。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

－ 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

○総合水系環境整備事業 

・自然環境の保全・復元を必要とする区域についての河道整備、湿地再生等

を実施。（自然再生） 

・環境学習や癒しの場として周辺地域と一体となって、親水や舟運等の河川及

びダム湖の利用の推進を実施。（河川利用推進） 

 

地域の歴史・文化や川が本来有する魅力を活かし、地域との連携の強化・確

保を図りながら水辺の魅力向上を通じて地域の活性化を支援する先進的な取

組（２事例）において積極的に事業を推進。 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

 平成２１年度には、沿川のまちと一体となり良好な河畔を確保するための総合的

な支援策である「かわまちづくり支援制度」を新たに創設し、地方公共団体や地元

住民との連携の下で計画立案された河川や水辺の整備・利用を推進していく。 

 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費：1,315,758 百万円の内数 

国費：830,857 百万円の内数 

平成２０年度（一次補正） － 

平成２０年度（二次補正） － 

平成２１年度 事業費：1,262,601 百万円の内数 

国費：801,100 の内数 

平成２１年度（補正）※執行停

止分を除く 

事業費：382,255 百万円の内数 

国費：261,244 百万円の内数 

担当部局・課室名 河川局河川環境課流域治水室 

 

備考  

 調査票 



 

番号 ３－５、４－１ 

項目名 自然共生と生物多様性の保全 

ライフスタイル・ビジネススタイルの変革 

施策名 「子どもの水辺」再発見プロジェクトなどによる環境教育の推進 

施策の概要 川を活かした体験活動や環境学習の場を拡大し、地域の子ども達の体験活動の

充実を図るため、「『子どもの水辺』再発見プロジェクト」や川の自然環境や危険性

を伝える指導者育成などを進める。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

－ 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

河川管理者、教育関係者、市民団体等から構成される協議会を設置し、地域

が一体となって子どもが水辺に親しめる場・機会の提供を行っている。平成 20

年度末現在、「子どもの水辺」登録箇所 282 箇所となっている。 

 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

引き続き、地域との連携し河川を活かした環境学習、自然体験活動を推進す

る。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費：1,315,758 百万円の内数 

国費：830,857 百万円の内数 

平成２０年度（一次補正） － 

平成２０年度（二次補正） － 

平成２１年度 事業費：1,262,601 百万円の内数 

国費：801,100 百万円の内数 

平成２１年度（補正）※執行停

止分を除く 

－ 

担当部局・課室名 河川局河川環境課 

備考  

 調査票 



 

番号 ３－６ 

項目名 自然共生と生物多様性の保全 

施策名 河川水辺の国勢調査 

施策の概要 河川の自然環境に関する基礎的な情報を把握するため、河川やダム湖における

生物の生息・生育状況などを定期的・継続的に調査する。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

－ 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

魚類、底生動物調査についてはおおむね５年、それ以外の植物、鳥類等につ

いてはおおむね１０年で調査を一巡できるよう調査を行っている。 

http://www5.river.go.jp/database/databasetop.html 

 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

引き続き、全国において継続的な調査を実施する。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費 1,315,758 百万円の内数 

国費 830,857 百万円の内数 

平成２０年度（一次補正） － 

平成２０年度（二次補正） － 

平成２１年度 事業費 1,262,601 百万円の内数 

国費 801,100 百万円の内数 

平成２１年度（補正）※執行

停止分を除く 

－ 

担当部局・課室名 河川局河川環境課 

 

備考  

 調査票 



 

番号 ３－５ 

項目名 自然共生と生物多様性の保全 

施策名 河川生態学術研究 

施策の概要 具体的な河川のフィールドを設定し、生物学・生態学の分野や河川工学の分野の

研究者等による河川環境に関する総合的な研究を実施する。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

－ 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

千曲川、北川などをフィールドとし、洪水や河川事業が河川生態系に与える影

響等について検討した。 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

引き続き、生態学的及び河川工学的な視点から調査研究を実施する。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費：1,259,841 百万円の内数 

国費：798,776 百万円の内数 

平成２０年度（一次補正） － 

平成２０年度（二次補正） － 

平成２１年度 事業費：1,206,240（百万円の内数 

国費：768,154 百万円の内数 

平成２１年度（補正）※執行

停止分を除く 

－ 

担当部局・課室名 河川局河川環境課 

 

備考  

 調査票 



 

 

番号 3-5 

項目名 自然共生と生物多様性の保全 

施策名 自然共生研究センター 

施策の概要 河川・湖沼の自然環境の保全・復元のための基礎的・応用的研究を実施し、その

結果を広く普及することを目的として設置。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

－ 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

河川・湖沼等の自然環境と人間が共生するための自然共生技術の確立に向け

て実験施設を活用した研究を行い、以下の取り組みを実施した。 

・多自然川づくりにおける河岸・水際部の設計方法の提案 

・土砂還元効果を適切に評価する指標生物の設定 

・ワンド・たまり等イシガイ類やタナゴ類の生息場となる氾濫原環境の維持機構の

解明 

http://www.pwri.go.jp/team/kyousei/jpn/index.htm 

 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

・環境護岸の性能評価手法の検討 

・底生動物に着目した土砂還元効果の評価手法の確立 

・生物、景観から見た健全な河床を維持するための流量設定手法の検討 

・氾濫原環境の再生手法に関する検討 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 － 

平成２０年度（一次補正） － 

平成２０年度（二次補正） － 

平成２１年度 － 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く － 

担当部局・課室名 河川局 河川環境課 

 

備考  

 調査票 



 

番号 ３－５ 

項目名 自然共生と生物多様性の保全 

施策名 水生生物調査 

施策の概要 小中高校や一般の方に参加頂き、川に住む水生生物からその川の「きれいさ」や

「きたなさ」の程度を調査。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

- 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

水生生物を指標とした河川水質の判定を、国土交通省、環境省が一般市民を

交えて実施し、結果を公表。平成２０年度は参加者 75,938 人、調査地点数

3,302 地点であった。 

http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/kankyo/kankyou/suisitu/index.html

 

 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

引き続き一般市民を交えて調査を実施する予定。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費：1,315,758 百万円の内数 

国費：830,857 百万円の内数 

平成２０年度（一次補正） － 

平成２０年度（二次補正） － 

平成２１年度 事業費：1,262,601 百万円の内数 

国費：801,100 百万円の内数 

平成２１年度（補正）※執行停止分

を除く 

－ 

担当部局・課室名 河川局河川環境課 

 

備考  

 調査票 



 

番号 3-5 

項目名 自然共生と生物多様性の保全 

施策名 豊かで美しい海岸の環境の保全と回復 

施策の概要 名勝で優れた景観、貴重な生物の生息・生育空間等豊かで美しい環境を有する

海岸の保全・回復に資する取組を推進する。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

水辺の再生の割合【約 2 割（H19）→約 4 割（H24）】 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

海岸侵食によって失われた砂浜に対し、沿岸域等において堆積傾向にある箇

所の余剰土砂や各種の事業によって生じる浚渫土砂を有効活用し、効率的な

海岸侵食対策を進める。 

渚の創生事業を鹿嶋海岸（茨城県）、伏木富山港海岸（富山県）を含む 8 箇所

で実施。 

水辺の再生の割合：約 23%（H20） 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

効率的な土砂管理対策により砂浜の創出に努める。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費：76,254 百万円の内数 

国費：48,190 百万円の内数 

平成２０年度（一次補正） 事業費：4,448 百万円の内数 

国費：2,856 百万円の内数 

平成２０年度（二次補正） 事業費：4,015 百万円の内数 

国費：2,752 百万円の内数 

平成２１年度 事業費 72,567 百万円の内数 

国費：46,627 百万円の内数 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く 事業費 35,906 百万円の内数 

国費：29,000 百万円の内数 

担当部局・課室名 河川局 砂防部 保全課 海岸室 

港湾局 海岸・防災課 

備考  

 調査票 



 

番号 ３－５、 ４－１ 

項目名 自然共生と生物多様性の保全、 ライフスタイル・ビジネススタイルの変革 

施策名 海辺の環境教育の推進 

施策の概要 再生した干潟を含め、海辺の自然環境を活用した自然体験・環境教育活動

を自治体や NPO 等と協働により実施し、自然環境の大切さを学ぶ機会の充実

を図る。 

 

 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

－ 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

平成 20 年度に、自治体やＮＰＯ等と協働した自然体験・環境教育活動を「海

辺の自然学校」として 39 件開催。 

 

 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

 干潟等の再生後における順応的管理の導入や継続的な利活用を図るた

め、自治体やＮＰＯ等との協働による利活用の仕組みづくりや市民を対象とし

た自然体験・環境教育活動が必要である。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費：３９２，４１１百万円の内数 

国費：２２７，９５０百万円の内数 

平成２０年度（一次補正） － 

平成２０年度（二次補正） 事業費：２４，７９０百万円の内数 

国費：１７，００８百万円の内数 

平成２１年度 事業費：３７３，１５１百万円の内数 

国費：２１９，５００百万円の内数 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く 事業費：２３２，４２６百万円の内数 

国費：１４６，５１１百万円の内数 

担当部局・課室名 港湾局 国際・環境課 

備考  

 調査票 



 

番号 3-5 

項目名 自然共生と生物多様性の保全 

施策名 湖沼湿原調査 

施策の概要 日本における自然環境の現状と変化を把握し保全のための基礎情報を得るため

に、特に脆弱な環境である湖沼・湿原に関する総合的な地理調査を順次実施す

る。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

－ 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

石川県と福井県にまたがり、ラムサール条約登録湿地を含む小松・加賀・あわ

ら地区を対象に湖沼湿原調査を実施し、木場潟、柴山潟、北潟湖に係る湖沼

湿原データを作成した。 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

北海道東部に位置する風蓮湖周辺（ラムサール条約登録湿地）及び温根沼地

区を対象に湖沼湿原調査を実施し、湖沼湿原データを作成する。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 4 

平成２０年度（一次補正） - 

平成２０年度（二次補正） - 

平成２１年度 3 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く - 

担当部局・課室名 国土地理院 地理調査部環境地理課 

 

備考  

 調査票 



番号 ３－１、 ３－６ 

項目名 水質汚染対策、 海洋・沿岸域環境の保全・再生 

施策名 全国海の再生プロジェクト 

施策の概要 東京湾、大阪湾、伊勢湾、広島湾において、関係省庁及び関係地方公共団体等

の連携のもと、湾再生行動計画に基づく総合的な施策により、当該海域における

環境改善を図る。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

－ 

 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

・東京湾、大阪湾、伊勢湾、広島湾において、湾再生行動計画に基づき、干潟

等の整備、下水道高度処理の導入、モニタリングデータの共有化・発信等を実

施。 

・東京湾水質一斉調査を実施。 

・東京湾の汚濁負荷削減対策に関わる具体的な役割分担を明確化。 

・海の再生プロジェクトの普及啓発、情報共有のため、行政機関やＮＰＯ等が

参加した「海の再生全国会議」を開催。 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

・平成 21 年度に「東京湾再生のための行動計画」の２回目の中間評価を実施

予定。 

・平成 22 年度に「大阪湾再生行動計画」の２回目の中間評価、「伊勢湾再生

行動計画」及び「広島湾再生行動計画」の１回目の中間評価を実施予定。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 ・海域（港湾局）： 

事業費：392,411 百万円の内数 

国費：227,950 百万円の内数 

・陸域（下水道）： 

事業費：1,290,845 百万円の内数 

国費：662,042 百万円の内数 

・モニタリング（海上保安庁）：18 百万円

平成２０年度（一次補正） ― 

平成２０年度（二次補正） ・海域（港湾局）： 

事業費：24,790 百万円の内数 

国費：17,008 百万円の内数 

・陸域（下水道）： 

事業費：19,648 百万円の内数 

国費：10,000 百万円の内数 

・モニタリング（海上保安庁）：0 

平成２１年度 ・海域（港湾局）： 

 調査票 



 

事業費：373,151 百万円の内数 

国費：219,500 百万円の内数 

・陸域（下水道）： 

事業費：1,246,104 百万円の内数 

国費：632,772 百万円の内数 

・モニタリング（海上保安庁）：18 百万円

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く ・海域（港湾局）： 

事業費：232,426 百万円の内数 

国費：146,511 百万円の内数 

・陸域（下水道）： 

事業費：39,178 百万円の内数 

国費：20,089 百万円の内数 

モニタリング（海上保安庁）：0 

担当部局・課室名 港湾局国際・環境課、都市・地方整備局下水道部、海上保安庁 

備考  



 

番号 ３－６ 

項目名 海洋・沿岸域環境の保全・再生 

施策名 水質改善～三大湾における深堀跡の埋め戻し並びに覆砂及び浚渫～ 

施策の概要 三大湾において、海底に堆積した汚泥の浚渫や、浚渫土砂を有効活用して、汚泥

上への覆砂や青潮の原因となる深堀跡の埋戻しを行い、水質・底質の改善を図

る。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

三大湾において底質改善が必要な区域のうち改善した割合 

初期値：約 40％（平成 19 年度）→目標値：約 45%（平成 24 年度） 

※社会資本整備重点計画 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

三大湾（東京湾、大阪湾、伊勢湾）における水質・底質の改善を図るため、深

堀跡の埋め戻しや覆砂等の底質改善が必要な区域（３，１００ｈａ）のうち、平成

20 年度までに１，２８６ｈａを改善。（41.4%） 

平成 20 年度においては、東京湾、伊勢湾において、港湾整備により発生する

浚渫土砂を活用した深堀跡の埋め戻し、覆砂を実施した。また、大阪湾におい

ては、浚渫土砂を活用した深堀跡の埋め戻しの実施について、関係者間で検

討しているところである。 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

現時点において底質改善の割合が目標に達していないため、引き続き、深堀

跡の埋め戻し、覆砂による水質・底質改善の取り組みが必要。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費：３９２，４１１百万円の内数 

国費：２２７，９５０百万円の内数 

平成２０年度（一次補正） － 

平成２０年度（二次補正） 事業費：２４，７９０百万円の内数 

国費：１７，００８百万円の内数 

平成２１年度 事業費：３７３，１５１百万円の内数 

国費：２１９，５００百万円の内数 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く 事業費：２３２，４２６百万円の内数 

国費：１４６，５１１百万円の内数 

担当部局・課室名 港湾局国際・環境課 

 

備考  

 調査票 



 

番号 ３－６ 

項目名 海洋・沿岸域環境の保全・再生 

施策名 良好な海域環境の保全・再生・創出～干潟の再生～ 

施策の概要 浚渫土砂を有効活用し、良好な海域環境である干潟を再生する。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

湿地・干潟の再生の割合 

初期値：約２割（平成 19 年度）→目標値：約３割（平成 24 年度） 

※社会資本整備重点計画 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

過去の開発等により失われた良好な自然環境である湿地、干潟の中で、回復

可能な面積約７，０００ｈａ（湿地３，０００ｈａ、干潟４，０００ｈａ）のうち、自然再

生事業等の実施により、平成 20 年度までに１、５３７ｈａ（湿地６９ｈａ、干潟１，

４６８ｈａ）を再生。 

平成 20 年度は、堺泉北港、広島港等にて干潟を再生。 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

東京湾などの閉鎖性海域の環境改善を図るため、流入負荷削減対策のみな

らず、干潟の保全・再生・創出などの海域対策が必要である。 

 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費：３９２，４１１百万円の内数 

国費：２２７，９５０百万円の内数 

平成２０年度（一次補正） － 

平成２０年度（二次補正） 事業費：２４，７９０百万円の内数 

国費：１７，００８百万円の内数 

平成２１年度 事業費：３７３，１５１百万円の内数 

国費：２１９，５００百万円の内数 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く 事業費：２３２，４２６百万円の内数 

国費：１４６，５１１百万円の内数 

担当部局・課室名 港湾局国際・環境課 

 

備考  

 調査票 



 

番号 3-6 

項目名 海洋・沿岸域環境の保全・再生 

施策名 漂流・漂着ごみ対策 

施策の概要 広範囲にわたり堆積した海岸漂着ゴミや流木等を処理するため、「災害関連緊急

大規模漂着流木等処理対策事業」の対象範囲を拡大し、広域にわたる「複数の海

岸」の関係者が協働して一体的・効率的に処理を行うこと等ができるよう制度を拡

充する。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

- 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

平成 20 年度に海岸保全施設の機能阻害の原因となる大規模な海岸漂着ゴミ

を緊急的に処理するため、「災害関連緊急大規模漂着流木等処理対策事業」

の対象範囲を拡大し、広域にわたる「複数の海岸」の関係者が協働して一体

的・効率的に処理を行うこと等ができるよう制度を拡充した。 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

事業制度周知や活用のための取組を実施する。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費：4,393 百万円の内数 

国費：3,685 百万円の内数 

平成２０年度（一次補正） 事業費：2,363 百万円の内数 

国費：1,565 百万円の内数 

平成２０年度（二次補正） - 

平成２１年度 事業費 5,583 百万円の内数 

国費 3,940 百万円の内数 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く - 

平成２１年度（二次補正） 事業費 3,057 百万円の内数 

国費 2,037 百万円 

担当部局・課室名 河川局 砂防部 保全課 海岸室 

港湾局 海岸・防災課 

備考  

 調査票 



 

番号 3-6 

項目名 海洋・沿岸域環境の保全・再生 

施策名 海域浄化対策事業の推進 

施策の概要 汚染の著しい海域等において、その原因となっているヘドロ等の除去等、放置座

礁船の処理を行い、もって、海岸保全施設の機能の確保、海岸環境の保全と公衆

の海岸の適正な利用を図る。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

－ 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

愛知県衣浦湾北部海岸において、堆積した汚泥の浚渫を行い、当該地区の

水域環境の改善を図る。 

 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

平成 21 年度は引き続き、愛知県衣浦湾北部海岸において、堆積した汚泥の

浚渫を行い、当該地区の水域環境の改善を図る。 

 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費 34,494 百万円（国費 23,410 百万

円）の内数 

平成２０年度（一次補正） - 

平成２０年度（二次補正） - 

平成２１年度 事業費 32,748 百万円（国費 22,637 百万

円）の内数 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く - 

担当部局・課室名 河川局海岸室 

 

備考  

 調査票 



 

番号 3-6 

項目名 海洋・沿岸域環境の保全・再生 

施策名 船舶検査等執行体制の充実 

施策の概要 MARPOL 条約に基づく船舶検査等に係る実施体制の一層の充実を図り、

船舶からの海洋汚染を防止。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

－ 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

○船舶検査 

海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律に基づき、地方運輸局等に

配置されている 168 名の船舶検査官が、約 4000 隻の日本籍船に対して海洋

汚染防止に係る船舶検査を実施し、海洋汚染等防止証書等を発給した。 

○ポートステートコントロール（PSC） 

MARPOL 条約に基づき、地方運輸局等に配置されている 128 名の外国船

舶監督官が、日本の港に入港した船舶のうち約 3600 隻の外国籍船に対して

MARPOL 条約に基づく PSC を実施した。 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

引き続き、船舶検査・PSC 業務を適正に実施していくとともに、国際的な規

制強化により、多様化・高度化する検査内容に対応するための船舶検査等執

行体制の充実を図る。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 132 （船舶検査関係） 

100 （PSC 関係） 

平成２０年度（一次補正） － 

平成２０年度（二次補正） － 

平成２１年度 128 （船舶検査関係） 

102 （PSC 関係） 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く － 

担当部局・課室名 海事局総務課外国船舶監督調整室 

検査測度課 

備考  

 調査票 



 

番号 3-6 

項目名 海洋・沿岸域環境の保全・再生 

施策名 放置艇対策 

施策の概要 放置艇は景観の悪化や船舶航行の阻害等の問題を発生させており、放置艇を

削減するため、規制措置と係留・保管能力の向上を両輪とした対策を推進。 

施策の目標 

※新たに目標を設

定する場合は下線

を附して記載 

港湾におけるプレジャーボートの適正な係留・保管率 

【５０％（Ｈ１８ｄ）→５５％（Ｈ２３ｄ）】 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウト

カムを含めて定量的

に記載 

※定量的・定性的な

目標を設定している

場合は、進捗状況を

記載 

放置艇を削減するため、「規制措置」と「係留・保管能力の向上」を両輪とした対

策を推進。 

① 規制措置 

・ 放置等禁止区域の指定 

港湾管理者による放置等禁止区域の指定を促進。 

② 係留・保管能力の向上 

・ ボートパークの整備 

港湾内の放置艇を収容するため、既存の静穏水域を活用した係留施設や

公共空地等を活用した陸上保管施設の整備を推進。 

 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

事業効果の促進状況を確認するため、平成２２年度に「プレジャーボート全国実

態調査」を実施する予定である。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費：３９２，４１１百万円の内数 

国費：２２７，９５０百万円の内数 

平成２０年度（一次補正） － 

平成２０年度（二次補正） － 

平成２１年度 事業費：３７３，１５１百万円の内数 

国費：２１９，５００百万円の内数 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く － 

担当部局・課室名 国土交通省 港湾局 国際・環境課 

 

備考  

 調査票 



 

番号 ３－１、３－６ 

項目名 水質汚染対策 

施策名 閉鎖性海域における浮遊ごみや油の回収 

施策の概要 ・船舶航行の安全を確保し、海域環境の保全を図るため、東京湾、伊勢湾、瀬戸

内海、有明・八代海等において、海面に浮遊するごみや油の回収を実施。 

・効果的なごみ回収を目的に、海洋短波レーダーによって観測された流況を活用

し、浮遊するごみの集まる位置を予測する技術開発を推進。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

・東京湾、伊勢湾、瀬戸内海、有明・八代海において 4,256ｍ3 の漂流ごみを回

収。また、船舶の事故等により発生した浮遊油について、航走拡散等により油

の除去を実施。 

・海洋短波レーダーによるごみ予測システムを整備し、試行運用を実施。 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

引き続き東京湾、伊勢湾、瀬戸内海、有明・八代海において、漂流ごみ及び油

の回収を実施。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費：３９２，４１１百万円の内数 

国費：２２７，９５０百万円の内数 

平成２０年度（一次補正） 事業費：１３，５２３百万円の内数 

国費：９，０１６百万円の内数 

平成２０年度（二次補正） 事業費：２４，７９０百万円の内数 

国費：１７，００８百万円の内数 

平成２１年度 事業費：３７３，１５１百万円の内数 

国費：２１９，５００百万円の内数 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く 事業費：２３２，４２６百万円の内数 

国費：１４６，５１１百万円の内数 

担当部局・課室名 港湾局 国際・環境課 

 

備考  

 調査票 



 

 

番号 ３－１、３－６ 

項目名 水質汚染対策 

施策名 油流出事故への対応 

施策の概要 ・本邦周辺海域の油防除体制として、大型浚渫兼油回収船３隻が配備され、出動

後概ね４８時間以内で現場海域に到着し、防除作業できる体制を確立。 

・油回収船で回収した高粘度回収油の船外配送に関する技術開発 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

油流出事故発生時に迅速な対応が必要となるため、大型浚渫兼油回収船３

隻の外洋訓練を実施。なお、平成２０年度は大規模な油流出事故がなかった

ため、出動なし。 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

引き続き、大規模な油流出事故が発生した場合に備え、緊急出動が可能な体

制を継続。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 事業費：３９２，４１１百万円の内数 

国費：２２７，９５０百万円の内数 

平成２０年度（一次補正） 事業費：１３，５２３百万円の内数 

国費：９，０１６百万円の内数 

平成２０年度（二次補正） 事業費：２４，７９０百万円の内数 

国費：１７，００８百万円の内数 

平成２１年度 事業費：３７３，１５１百万円の内数 

国費：２１９，５００百万円の内数 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く 事業費：２３２，４２６百万円の内数 

国費：１４６，５１１百万円の内数 

担当部局・課室名 港湾局 国際・環境課 

 

備考  

 調査票 



 

番号 ３－７ 

項目名 環境に配慮した事業計画・実施 

施策名 計画策定プロセスにおける環境の内在化 

施策の概要 公共事業の計画策定プロセスにおける構想段階の計画づくりにあたって、住

民参画の促進や技術・専門的検討との有機的な連携のもと、環境面を含む

様々な観点からの総合的な評価・判断を実施することで、豊かな環境の保全・

形成と地域のより良い暮らしづくり向けた取り組みを行う。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

－ 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

事業の計画段階よりも早い構想段階において、事業に対する住民等の理解と

協力を得るとともに、検討のプロセスの透明性・公正性を確保するため、住民

を含めた多様な主体の参画を推進するとともに、社会面、経済面、環境面等

の様々な観点から総合的に検討を行い、計画を合理的に策定するための基

本的な考え方を示したガイドラインを平成２０年４月に策定した。 

那覇空港の滑走路増設に関する構想段階の検討にあたっては、複数の滑走

路配置案についてガイドラインに基づき、PI 手法を取り入れつつ社会面、経済

面、環境面等様々な観点から比較評価し総合的に検討を行い、平成２１年３

月に検討結果を公表した。 

http://www.mlit.go.jp/tec/kanri/process.html 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

今後は、ガイドラインの趣旨を踏まえ、事業の特性や事案の性質、地域の実

情等を勘案しつつ適切な社会資本整備の推進に努める。 

また、ガイドラインを踏まえた具体的な実施事例を収集・蓄積していく。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 － 

平成２０年度（一次補正） － 

平成２０年度（二次補正） － 

平成２１年度 － 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く － 

担当部局・課室名 大臣官房 技術調査課 

大臣官房 公共事業調査室 

備考  

 調査票 



 

番号 3-7 

項目名 環境に配慮した事業計画・実施 

施策名 社会資本のライフサイクルをとおした環境影響評価技術の開発 

施策の概要 社会資本の整備にあたり、ライフサイクル・アセスメント手法により、どのような

選択をすれば環境負荷削減に向けて最適になるかを定量的に把握するため

の技術手法を開発する。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

－ 

 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

○LCA 評価手法の理論構築 

LCA評価を行うための、CO2等の環境負荷の算出手法について、既存の手法

の特性を組み合わせた手法の理論を構築した。 

○環境負荷インベントリ・データ試案の作成 

環境負荷の計算範囲であるシステム境界を検討するとともに、資材の環境負

荷原単位を整理したインベントリ・データ試案を作成した。 

○政策への活用方策の検討 

グリーン購入法に係る特定調達品目の判断基準など社会資本整備分野への

LCA 評価手法導入に向け、課題抽出を行った。 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

引き続き、環境負荷インベントリ･データベースの精査を行い、それを用いた社

会資本の LCA 試算を行い、適用可能性を検討する。また、政策への具体的な

活用を検討し、最終年度となる平成 22 年度には社会資本のライフサイクルを

とおした環境評価に関するガイドラインを策定する。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 79 

平成２０年度（一次補正） － 

平成２０年度（二次補正） － 

平成２１年度 66 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く － 

担当部局・課室名 国土技術政策総合研究所    

 

備考  

 調査票 



 

番号 3－5 

項目名 自然共生と生物多様性の保全 

施策名 道路による環境影響軽減対策に関する研究 

施策の概要 道路を横断する動物の接触事故の防止や、生息域の分断防止を図るための

効果的な保全対策の立案と、それに必要な調査方法等の確立を図る。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

- 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

○野生動物の道路横断施設利用実態調査 

平成 19 年度は、日本全国の直轄、地方自治体のエコロードの取り組み事

例を収集整理し、20 年度はこのうち斜里エコロード（北海道）、豊富 BP（北海

道）、東富士五湖道路（山梨）、江津道路（島根）を対象に、道路横断施設内外

に赤外線センサーカメラを設置し、野生動物の利用状況をモニタリングし、野

生動物の横断施設の構造に対する選好性を調査した。21 年度も継続してモニ

タリング調査を実施 

○ノウサギの糞抽出 DNA 分析 

平成 20 年度は、甲子道路を調査対象として、ノウサギの糞をサンプリング

し、糞から抽出したDNAによる個体識別および性判別を行い、調査エリア内の

行動数、行動範囲等を調べた。合わせて道路横断施設の利用実態のモニタリ

ング調査を行い、道路の周辺に生息するノウサギへの影響を調べた。 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

平成 21 年度は赤外線センサーカメラによるモニタリングを継続し、周辺の植

生、横断施設の詳細な構造の違い、周辺環境と施設のネットワーク性を含め

た解析をおこない、道路横断施設の効果的な設置方法を示す予定である。 

また、ノウサギの糞抽出 DNA 調査では、糞のサンプリング数を増やし、道路環

境影響評価のモニタリング手法として DNA 調査が、どのような点で効果的・効

率的であるかを明らかにし、新たな手法として確立を図る予定である。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 24 

平成２０年度（一次補正） - 

平成２０年度（二次補正） - 

平成２１年度 24 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く - 

担当部局・課室名 国土技術政策総合研究所 

 

備考  

 調査票 



 

番号 3-7 

項目名 環境に配慮した事業計画・実施 

施策名 大都市圏における都市環境インフラのグランドデザインの推進 

施策の概要 首都圏（平成 16 年３月）、近畿圏（平成 18 年８月）において策定された「都市環

境インフラのグランドデザイン」について、関係省庁や自治体などの関係機関との

連携により、推進していく。 

施策の目標 

※新たに目標を設定

する場合は下線を附し

て記載 

 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウトカ

ムを含めて定量的に

記載 

※定量的・定性的な目

標を設定している場合

は、進捗状況を記載 

・関係主体が相互に利用できる自然環境に関する総合的なデータベースの活

用推進。 

 

http://www.mlit.go.jp/kokudokeikaku/infra-db/top.html 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取組

を含む 

・今後の大都市圏政策の検討を進める中で、都市環境インフラのグランドデザ

インから得られた知見等を踏まえ、良好な都市環境を有する大都市圏の形成

に向けた施策の検討を進める。 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 ２７（内数）

平成２０年度（一次補正） －

平成２０年度（二次補正） －

平成２１年度 １７（内数）

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く －

担当部局・課室名 国土計画局広域地方整備政策課大都市圏制度企画室 

 

備考  

 調査票 



 

番号 3-5,3-7 

項目名 自然共生と生物多様性の保全 

施策名 ダム整備にあたっての環境配慮（環境アセス等） 

施策の概要 ダム事業の実施にあたって、事前の環境調査を実施し、ダム事業が環境に及ぼす

影響について検討し、適切な環境保全措置を講じる。 

施策の目標 

※新たに目標を設

定する場合は下線

を附して記載 

－ 

取組状況 

（平成 20 年度） 

※可能な限りアウト

カムを含めて定量的

に記載 

※定量的・定性的な

目標を設定している

場合は、進捗状況を

記載 

ダム事業の実施にあたって、事前の環境調査を実施し、ダム事業が環境に及ぼす

影響について検討をおこなった。 

各事業においては、この検討結果に沿った適切な環境保全措置を講じているとこ

ろ。 

 

今後の見通し・課題 

※平成 21 年度の取

組を含む 

今後も引き続き、各々の事業ごとに従来同様の検討並びに保全対策を図っていく

こととしている。 

 

予算措置状況 

(単位：百万円） 

平成２０年度 － 

平成２０年度（一次補正） － 

平成２０年度（二次補正） － 

平成２１年度 － 

平成２１年度（補正）※執行停止分を除く － 

担当部局・課室名 河川局 河川環境課 

 

備考  

 調査票 


